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平成２９年度 事業報告書 

Ⅰ はじめに 

 平成２９年度、国では、地域共生社会の実現に向けて、「地域包括ケアシステム

の強化のための介護保険法の一部を改正する法律」（平成 29年 5月 26日成立）や

「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」（平

成 29年 12月 12日告示）などが出された。こうした動きは、今後、社会福祉の分

野において、地域福祉の理念が中心となることを明らかにしたものといえる。 

こうした中、本会の活動指針である第４次熊本県社協総合計画「県社協ビジョ

ン２０１５～２０１９」の５年間の中間年であったことから、計画前半の中間評

価を行った。その結果、これまでの２年間の事業活動は概ね順調と評価されたが、

成果が不十分な事業もあったため、新たに追加した事業や数値目標を上方修正し

た項目とともに、平成３０年度から平成３１年度の２年間で、すべての目標達成

を目指して取り組むこととした。 

 また、熊本地震から２年目を迎えたが、平成２８年１０月に県から受託した「熊

本県地域支え合いセンター支援事務所」を中心に、１８か所の市町村地域支え合

いセンターに支援を行い、被災者の方々に寄り添いながら生活再建を支えた。 

さらに、平成２８年熊本地震の際に本会が取り組んだ様々な活動を検証し、今

後の活動に生かすことを目的として「平成２８年熊本地震における支援活動報告

書」を作成するとともに、「熊本県災害ボランティアセンターマニュアル」を改訂

し、大規模災害時の対応強化を図った。 

また、制度創設３年目を迎えた生活困窮者自立相談支援事業については、多様

なニーズが顕在化している中、相談支援の主体となる市町村社協への支援を行う

とともに、県社会福祉法人経営者協議会と本会で進める「生計困難者レスキュー

事業」や生活福祉資金貸付事業などとの横断的連携を図りながら取り組んだ。 
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Ⅱ 主要項目 

１ 第四次熊本県社協総合計画「県社協ビジョン２０１５～２０１９」の中

間評価を実施するとともに、平成２８年熊本地震における本会の取組みを

検証するための支援活動報告書を作成した。 

平成２９年度は、第四次熊本県社協総合計画「県社協ビジョン２０１５～２０

１９」の中間年度であったことから、計画全体の中間評価を実施し、「中間評価報

告書」を取りまとめた。これまでの２年間の事業活動は概ね順調と判断されたが、

成果が不十分な事業もあったため、新たに追加した事業や数値目標を上方修正し

た項目とともに、残り期間の２年間で、すべての目標達成を目指して取り組むこ

ととした。 

また、平成２８年熊本地震の際に本会が行った取組みについて検証し、今後の

災害時の支援活動のあり方等について「平成２８年熊本地震における支援活動報

告書」を取りまとめ、見直し後の県社協ビジョンや平成３０年度の事業計画に反

映させるとともに、関係機関・団体等へ配布した。 

 

２ 生活支援相談員等の人材育成や専門職・アドバイザーの派遣等により、

平成２８年熊本地震の被災者支援の取組みを強化するとともに、生活困窮

者自立相談支援事業の実施及び生活支援コーディネーターの養成等を通じ

て、地域住民の困りごとや生活課題の解決に取組む市町村社協を支援した。 

   熊本地震から２年目を迎え、生活の再建に向けた被災者ひとり一人のニーズに

応じた支援の強化が求められるなかで、県内１８市町村が設置する「地域支え合

いセンター」における被災者支援の取組みをさらに推進するため、被災者が抱え

る課題ごとの対応方法を学ぶ研修会を計６回開催するなど、生活支援相談員のス

キルアップを図った。また、相談員の連絡会議やケース検討会も計７回開催し、

被災者支援に有効な情報の共有と共通する課題の検討を行った。 

さらに、県支援事務所に総合相談窓口を設置し、６，４８７件に及ぶ各センタ

ー等からの相談に応じるとともに、センター運営上の課題や被災者支援に関する

個別の課題への対応について助言等を行うため、弁護士、社会福祉士等の専門職

や先災県の社協職員等を計１７回派遣した。 

一方、生活困窮者自立支援法の施行から３年目を迎えた自立相談支援事業につ

いては、各町村社協における相談支援体制を一層強化するため、家計相談支援事

業や就労準備支援事業等の任意事業の推進とともに、関係機関・団体との連携を

推進し、ひきこもり支援、こころのケア対策、熊本地震における生活再建支援、

刑事司法施設出所者への支援等を行う専門機関や団体との合同研修会の開催等に

より、各分野との広域的なネットワークを構築した。 

さらに、熊本地震被災者からの相談に専従で対応する相談支援員を６町村に各

１人配置し、就労や経済的な問題等に地域支え合いセンターと協働して対応した。

平成２９年度中に新規相談を５７３件受け付け、１８２件の支援計画を作成した。 

また、平成３０年度の介護予防・日常生活支援総合事業への完全移行に向けて、
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生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）養成研修の実施やブロックご

との連絡会議開催などを通じて、地域の支え合い体制づくりを推進するとともに、

県内社協地域福祉活動研究会議や地域福祉コーディネーター養成講座において、

地域共生社会の実現に向けた、住民や社会福祉施設との協働による地域福祉事業

の推進についての検討を行った。 

 

３ 今後の大規模災害発生時に対応できるよう、県災害ボランティアセンタ

ーマニュアルを改訂するなど、県災害ボランティアセンターの運営体制の

強化を図った。また、市町村ボランティアセンター、市町村ボランティア

連絡協議会との協働により、介護予防ボランティアの養成を支援するなど

ボランティアによる地域の支え合い体制づくりを推進した。 

平成２８年熊本地震における県災害ボランティアセンターの運営を検証し、「熊

本県災害ボランティアセンターマニュアル」を改訂するとともに、今後の大規模

災害発生時に備えて、平時から「くまもと災害ボランティア団体ネットワーク（Ｋ

ＶＯＡＤ）」との連携を図るなど県災害ボランティアセンターの運営体制や機能の

強化を図った。 

また、市町村社協や市町村地域包括支援センターが実施している生活支援・介

護予防ボランティア（サポーター）養成事業等について、本会職員による講義や

助成金による支援などを行った。さらに、「第１０回火の国ボランティアフェステ

ィバル天草」の開催を支援するなど市町村ボランティア連絡協議会との協働をと

おして、ボランティアによる地域の支え合い体制づくりを推進した。 

 

４ 地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の一層の充実と成年後見

制度の利用促進を図るとともに、市町村社協による法人後見の取り組みを積

極的に支援した。 

  認知症、知的障がい、精神障がい等により判断能力が低下し、日常生活に支障や

不安がある方が、どの地域に住んでいても住み慣れた地域で自立した暮らしが可能

となるように本事業のサービスの充実と地域差の均質化を推進した。 

また、研修会や会議を３回開催し、市町村社協の事業担当職員や生活支援員のス

キルアップに取り組むとともに、平成２９年度中に１７社協２８か所の個別訪問を

実施し、各市町村社協の事業実施状況の把握と適正な運営への支援を行った。 

  さらに、本事業の利用促進を図るため、リーフレットの配布とともに、ホームペ

ージの活用や各種研修会での事業説明を積極的に実施し、関係団体等をはじめ県民

へ本事業を広く周知したことなどにより、本事業の利用件数が前年度の実績６７０

件から７２５件へと増加した。 

 また、判断能力が著しく低下したために、本事業の利用では日常生活に支障が生

じる方については、成年後見制度への円滑な移行が重要であることから、行政や関

係機関・団体との連携を強化するとともに、各種研修会の開催や成年後見センター

体制整備事業(助成事業)により、成年後見制度の利用促進や市町村社協による法人

後見の取り組みを積極的に支援した。その結果、地域福祉権利擁護事業から成年後
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見制度へ移行した件数が前年度実績１６６件から１８８件へ、法人後見に取り組む

市町村社協数と受任件数が前年度実績１０社協１７４件から１１社協１９４件と

増加した。 

 

５ 生活福祉資金貸付事業等各種貸付事業に併せて相談・支援に努め、対象

世帯の社会的自立を支援した。 

   「生活福祉資金貸付事業」では、本会及び市町村社協に相談員を配置し、資金

の効果的な貸し付けと併せて当該世帯の状況に応じた情報を提供するなどの相

談・支援に努めるとともに、民生委員児童委員をはじめ、福祉事務所や生活困窮

者自立支援事業における自立相談支援機関などの関係機関と連携して申込・借受

世帯の経済的自立を支援した。 

   特に、熊本地震の被災者に対しては、平成２８年６月から実施している福祉費

（住宅補修費・災害援護費）の特例貸付を継続して実施し、平成２９年度も５件

で合計１,６４０万円を貸し付けるなど、被災世帯の生活再建を支援した。 

   また、市町村社協や民生委員児童委員からの情報収集や償還指導における面接

等により、長期滞納者の実態把握に努め、債務者の生活状況に応じて法的措置や

償還免除を行うなど、適切な債権管理に努めた。 

   なお、熊本地震の際に貸し付けた緊急小口資金特例貸付については、償還が始

まったため、電話等による債務者の状況把握と併せて無理のない償還を促すこと

で、長期滞納への予防に取り組んだ。 

   平成２８年度から実施している「ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業」

及び「児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業」については、福祉

事務所や児童養護施設等の関係機関と連携のうえ制度の周知に努めるとともに、

資金の貸付けにより、対象世帯（者）の安定した生活基盤の構築と社会的自立を

支援した。 

 

６ 社会福祉振興基金の助成対象を拡大し、民間福祉団体、ボランティア連絡

協議会、市町村社協等の福祉活動支援を行うとともに、福田令寿人材育成基

金により専門資格の取得を支援し、福祉人材の育成に取り組んだ。 

  社会福祉振興基金事業については、小規模団体活動支援事業において、生活困窮

等により十分な食事がとれない子どもに食事や居場所を提供する子ども食堂等の

事業や、高齢者・専門家等が集い、認知症予防や情報交換等の場を提供する認知症

カフェ等の事業を平成２９年度から新たに助成対象とするなど民間福祉団体等の

活動を支援し、活力ある地域福祉活動の推進に取り組んだ。 

  また、福田令寿人材育成基金については、「社会福祉士・精神保健福祉士受験資格

取得支援事業」により、福祉の職場で働きながら資格取得を目指す７人の方に各１

０万円を助成し、社会福祉従事者の人材育成を行った。 

 

７ 県社会福祉法人経営者協議会が実施する生計困難者レスキュー事業への

支援と、会計、労務等の専門的な視点による社会福祉法人の経営支援を図っ
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た。 

県社会福祉法人経営者協議会と本会が協働し、生計困難者に対する食料品や日用

品等の現物給付、滞納しているライフラインの支払代行などを行う「生計困難者レ

スキュー事業」については、本会に担当職員を配置して実施法人・施設からの相談

や問合せに応じるとともに、市町村社協の事業や生活福祉資金貸付事業、生活困窮

者自立支援事業との連携・調整を行った。 

これらの取組みやコミュニティソーシャルワーカー初任者研修会等の実施によ

り、対前年比で、現物給付や支払代行等は１７件増の１３１件で、その額は約９４

万円増の３３７万円となり、支援の充実が図られた。 

また、レスキュー基金への拠出法人は２１法人増の１０５法人に、コミュニティ

ソーシャルワーカーを配置して支援を実施する法人は９法人増の５１法人となっ

た。 

経営相談事業においては、公認会計士による社会福祉充実残額の算定など社会福

祉法人制度改革に呼応した研修会や、社会保険労務士による労働関連法の改正に伴

う有期労働契約者の無期転換・同一労働同一賃金に関する研修会など、時宜を得た

テーマや社会福祉法人経営者のニーズに即した研修会や相談会を実施した。 

 

８ 未経験者や中高年者などの福祉人材への参入と定着支援に取り組むとと

もに、福祉従事者のスキルアップのための研修を実施するなど、質の向上を

図った。 

未経験者や中高年者など幅広い層に福祉の仕事への参入を促すため、新規事業と

して「福祉の仕事入門セミナー・職場見学会」を１０回開催し、新たな求職希望者

を確保した。また、「離職介護福祉士等届出制度」の開始に伴い、制度の周知とシス

テムの円滑な運用を図るとともに、「離職者・求職者セミナー」を新たに３回開催し、

早期の復職を支援した。 

さらに、熊本県やハローワーク等の関係機関・団体と連携して、合同面接会や個

別相談を実施するなど就労支援に努め、計１０５人を福祉人材として確保するとと

もに、福祉職員の離職防止と定着支援のための事業所セミナーを開催し、働きやす

い職場環境の整備を促進した。 

中学生向けの出前講座は１８校で開催し、高校生、大学生及び専門学校の学生を

対象とした地域座談会については１２地域で取り組むなど、将来の福祉の担い手と

して期待される若者の参入促進と福祉職のイメージアップなどの環境整備を図っ

た。 

社会福祉従事者に対しては、高いスキルを身につけ、専門職として働き続けるこ

とができるように体系的な研修を実施した。特に、「福祉職員キャリアパス対応生

涯研修課程」については、これまでの初任者、中堅職員、チームリーダー（指導的

職員）に、平成２９年度から新たに管理職員を加えて、全階層を対象として実施し、

受講者が自らのキャリアデザインを描くことができる研修体系の構築に取り組ん

だ。また、３０回に及ぶ社会福祉従事者研修は、合計１，５９８人の参加を得て実

施した。昨年度、震災の影響で低下した参加定員に対する充足率は、８９％から今



- 6 - 

年度９７％まで回復を見せた。 

さらに、「介護支援専門員実務研修」については、実務研修受講試験の受験資格の

変更に伴い受験者が昨年より１.２倍に増加するとともに、合格者も１.８倍となっ

たが、計画どおり実施し、介護サービスの充実を目的とした事業の推進に努めた。 

また、「介護福祉士修学資金等貸付制度」は１４３人（46,861千円）、「保育士修学

資金貸付等制度」は１４２人（127,314千円）が利用するなど、介護福祉士・社会福

祉士や保育士を目指す学生をはじめ、介護や保育の現場に再就職をする方々への経

済的支援を行い、将来の福祉人材の確保に取り組んだ。 

 

９ 福祉サービス利用援助事業の適正な運営を確保するために、運営適正化委

員会の活動を充実・強化するとともに、福祉サービスに関する苦情等を適切

に解決するために事業所等における苦情解決体制整備の推進を図った。 

  福祉サービス利用援助事業の透明性や公正性を担保し、適正な運営を確保するた

め、定期的に委員会を開催し、事業の実施主体（熊本県社協並びに熊本市社協）か

ら実施状況の報告（困難案件や契約件数等の報告）を受け、事業全般を監視すると

ともに、３か所の市町村社協への現地調査を実施し、２社協について助言を行った。 

  また、本委員会事務局へ日常的に寄せられた苦情（６９件）や相談（１４件）の

内容について報告を受けるとともに、苦情を適切に解決するため、申出人に対する

助言や福祉サービス提供事業所等への事情調査等を行った。併せて、事業所段階に

おける苦情解決の体制整備促進と相談機能強化を目的として、研修会を２回開催す

るとともに、事業所１２か所を巡回訪問した。さらに福祉サービスを提供する県内

の事業所に対して「苦情解決に関する状況調査」を実施し、その集計結果を事例集

と併せて取りまとめ、報告書として作成した。 

 

 


